
インクんーシブ教育下におけるベトナム
ホーチミン市の特殊学校の現状と課題
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ホーチミン市G富学校の現状と課題について、幼児児童生徒および教職員の実態、教育諜税といった観点からI明ら

かにした。 G富学校に在籍する視覚障害児261名i二!こI、180名 (69.0%)が全富、 81名 (31.0%)が弱視であり、また

261 ~I 仁1=183 名 (3 1.8%)が重複障害児であった。教職員については、特殊教育を学んできた者より、特殊教育以外を

学んできた者の方が多かったc 教育課程については、教科学習が可能な視覚障害児は午前中近隣の小中学校でインク

ルーシブ教育を受け、午後は宮学校で樟害に応じた指導を受けていた。教科学習が~ï1t しい場合は、盲学校で午前中か
ら障害に応じた指導を受けていたが、ベトナムは課程主義を採用しているため、重複障害児を 1=j=1心に過年の生徒が多

く見られたo fRi接調査の結果からは、教育課程編成以外に、教員の質および卒業後の進路が諜題としてあげ、られた。
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I 問題の所在と目的

ベトナム社会主義共和国(以下、ベトナム)の特殊教

育1)のはじまりは、 19世紀中葉の 1866:¥:j三、フランス植

民地下で設置された聾教室であるとされる(黒 133， 

2013)0 1903年にはサイゴン(現ホーチミン市)に盲学

校が設立されるなど、慈善事業を出発点として視覚障害

救育、聴覚障害教育を中心に展開されてきた。

ベトナム戦争終了後の 1990年代になると、国際的な

動向を踏まえて、障害者の権利等を認める法整備が進め

られた。 1998年に制定された「障害者法令 (PbapIとれh

ve ngωi tan t~t ， 06/1 998/PL-UBTVQH 10) Jでは、障害者

の権利一般が認められ、その1:1こ!に教育を受ける権利も含

められた。 同じく、 19981:1三にflm定された「教育法J( 

LLl ~t giuo d~IC ， 11/1998/QH) は、日本の「教育基本法jに

当する法律であり、第 58条で政府が特殊学校の設立

を奨励することが115り込まれた(近日12001)。さらに

、2010年には「障害者法令jを新たに「法律」として

格上げした「障害者法J(LU阜TNGUOI KHUYET TAT， 

51/201 OIQH 12) が制定された。「障害者法jの第4章(

27 条~ 31条)は特殊教育に|謁する条項であり、第 28

条第 1J京では特殊教育の形態がインクルーシブ教育、セ

ミインクルーシブ教育、特殊学校の3形態であることが

規定され、 i可条第2J頁ではインクルーシブ教育が主要な

教育形態であることが示された。また、これらの法整備

と並行して、障害者に関する出家行動計画においても特
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殊教育に I'!)~ する規定がなされており、「障害者のための

国家支援計画 (2006-2010)J (De un trQ" giup nguoi tan t~t 

giai dOcll1 2006-2010ラ239/2006/QD-TTg)では、 2015年ま

でにすべての障害児に対してインクルーシブ教育を提供

することを目指している。

これらの法整備にあわせ、学校の整備もインクルーシ

ブ教育を中心に行われてきている。特殊学校は 2012]':j三

までに計 107校三)設置されているが(黒田， 2013)、イ

ンクルーシブ教育を行っている通常学校はホーチミン1'11

だけでも小学校245校、中学校96校に上る (Nguyen，

2009)。また、特殊学校に在籍している児童生徒につい

ても、例えば富学校に在籍しながら教科の授業を近隣の

ノト1=1コ学校で、学習するケースがあることが報告されている

(ー11I番・久城-高橋 ，2001)。ベトナムは、由連による

2015年までに初等教育の完全普及を目指す fミレニア

ム開発目1索 (MillenniumDevelopment Goals; MDGs) J 

達成のため、世界銀行が設立した IEducationFor All-

Fast Track Initiative (EF A-FTI) Jの支援対象国であ

り、障害者法第 28条第2項の規定にあるように、今後

のベトナムの特殊教育は、インクルーシプ教育を l二|二i心に

進められていくものと忠われる。

インクルーシブ教育が推進される一方で、従来型の特

殊学校も引き続き役害11を担う必要があることが考えられ

る。 1つは専門性の問題である。ベトナムにおいて特殊

教育教員養成が開始されたのは 1999年とまだ 10余年し



か経過しておらず、教員の絶対数および専iヨEJ'1生が不足し

ていると指摘されている (Nguyen， 2009;黒白， 2006)。

そのため、古くから教育を行ってきた視覚障害や聴覚障

害については、特殊学校が専1'1号機関としての役割を担う

ことが考えられる。

もう Iつは、重複障害児への対応で、ある。ベトナムで

は、肢体不自由児や重複障害児は特殊教育の対象でない

とされ(江11].森持・井二上， 2004)、教員養成も行われ

ていない。一方-で、 Vu(2004)は肢体不自由児や重複

鉱害児が、富学校や知的障害児学校に在籍していること

を明らかにしている (Vu.2004)。今後、重複障害児へ

の対応が課題として顕在化することは十分あり得る。

以上ーのように、ベトナムの特殊教育は、吉学校や聾学

校といった特殊学校を中心とした教育体制からインク

ルーシブ教育体制へと移行してきている。その過程で、

従来型の特殊学校はどのような 3J~状と諜j還を抱えている

のか、今後どのような役割を担っていくべきなのかにつ

いて考えることは、今後のベトナムにおける特殊教育の

展開において重要だと忠われる。

本113f究では、ホーチミンrl'Jにある G盲学ヰ交に着目し

た。既に述べたように、盲学校はベトナムの仁!こlでも古く

から特殊法文育を行っており、専l"EJ'ltの積み重ねも大き

い。特に G吉学校は全屈に 3校しかない国立の盲学校

の l校であると同時にホーチミン市で最も伝統のある特

殊学校である。また、ホーチミン市はベトナム最大の都

市である。上述のように、インクルーシブ教育を行って

いる通常学校が小学校 245校、仁1:1学校96校あり

(Nguyen. 2009)、特殊学校についても 2012年の段階で

特殊学校が25校 (Le.2013)設置されているなど、

殊教育の整1J1l]が進んでいる都市でもある。本研究では、

G 富学校の現状と諜題について I:y~ らかにし、今後のイン

クルーシブ教育下における特殊学校の役割に関する基礎

的な知見を得ることを目的とした。

日方法

1 .資料の収集

頼した。そして、 2013 年 9 月~ 2014年5月まで吉学校

に在籍した子どもの数、教員数、カリキュラム等につい

ての資料を提供してもらった。

2.面接調査

得られた資料の補完および吉学校の現状と課題につい

て明らかにするため、吉学校の教育を把握する立場にあ

る3名を対象に面接調査を行った。対象者の内訳は、 G

吉学校長 l名、障害者のためのインクルーシブ教育サ

ポートセンターのセンター長 1名、ホーチミン市!神範大

学特殊教育学部学部長 1 名の計 3~ろであった。このうち

障害児教育研究センターのセンター長は、以前富学校長

も務めていた。 1剖安調査は、ベトナム誌を母語とし日本

も理解する研究者 l名が現地にj泣き、調査を行った。

3.結果の分析

提供された資料については、先述のベトナム訪を母:誌

とする研究者が翻訳した。税訳された資料は、 1=1本の特

別支援教育を専攻している大学校生および特別支援教育

I 'II'J の大学教員ら 4~，で、内容の検討、分析を行った。内

容の分析過程で生じた疑問点等については、古学校長に

メール等により 1'1:11しl合わせをし、確認を行った。

E 結果

1 . 盲学校の現状

( 1 )幼児児童生徒の実態

G盲学校に在籍する子どもの数および悦覚障害の

状態、指導形態について Table1に示した。 Ili三年度に

吉学校に在籍していた視覚障害児 261~I のうち、 180

名 (69.0%)が盲、 81~I (31.0%)が弱視であった。

また、 G盲学校では 83~l (31.8 %)が重複障害児で

あり、視覚障害以外に重複している障害としては知的

i障害が最も多く 61名、運動障害が26名であり、視覚

知的障害、運動続筈の 3つを合わせ有する重複

も17名在籍していた。特に、幼稚部では 70~I 

1=1:156名 (80.0%)が重複障害児であった。

G古学校に研究の主旨を説明した上で問先協力を依

Table 1 G富学校に在籍する幼児児童生徒の実態
土J)9c児童生徒数 視覚 j埠害の状態 重徳 i埠

93 一λi ヨノ下三、 己|主ニi fJ~} 視 -，コj，'ノ1Iじ=1 ~メVス

幼干住吉1) 37 33 70 55 15 56 

小学部 54 44 98 70 28 20 
rl:1学部 32 23 55 35 20 7 
守li主q了『イ~{F 1、~I~主 21 17 38 20 18 。
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(2 )教職員

ベトナムには日本のような教員免許制度はなく、師

範大学等を卒業することにより教員資格を得る(関

口， 2012) 0 Table2にG盲学校の教員の出身大学およ

び専 10111を示したが、ここからわかるように、特殊教育

を専131Jに学んできた教員は 49名!二|二120名 (40.8%)で

あり、特殊教育以外を専門に学んできた教員の方が多

い。 G富学校のあるホーチミン市では、 2000年より

ホーチミン布師範大学が特殊教育教員の養成を I~似合し

ている。 G盲学校でも 5~lがホーチミン市師範大学特

殊教育学部を卒業しており、それ以外にも 4名がmn範

大学で、特殊教育について学んだ経験があった。また、

教員 49~l のうち視覚障害がある教員が 9 名、運動障

害がある教員が 3~1 いた。

Table 2 G盲学校教員の出身学校及び専門
。i!i範大学 短期大学 専門学校 計

特殊教育 5 3 13 
特殊教育以外

Flij方
20 2 7 29 
432)  5" 7 

29 8 12 49 
1 )専門学校には特殊教育のコースはなく、

5名とも大学又はr:ilJ範大学における現職教育による
2) 2 1;1 は大学で、 1 名は短期大学で'~~HA2教育を学んだ

( 3 )教育課程について

G吉学校では、教科指導が可能な児童生徒は近隣

の通常学校において指導を受けており、その人数は

261名中 61~I (23.4 %)にのぼる。学部加では、幼雄

部では 70名仁1=116名 (22.9%)、小学部でLは98~11=1コ 21

名 (21.4%)、中学部では 55~1 中 8 ~1 (14.5%)、高等

部では 38名1=1=116 ~1 (42.1 %)が通常学校で指導を受

けている。ベトナムでは、教室の不足等の問題があ

り、学校によっては午前午後の入れ替え制を;求刑して

いる(浜野， 2004;高馬， 2013) 0 G盲学校の場合、午

前中は通常学校に行き、健常児と一緒に教科学習を受

ける。午後は、盲学校に戻り、生活訓練、歩行訓練と

いった障害に応じた指導、あるいは音楽-体育といっ

た技能教科の授業を受けている。

一方、通常学校で一緒に学習することが難しい幼児

児童生徒については、午前仁|二lから富学校で学習をして

いる。学習内容については、教科学習が可能な場合

は、点字教科書等を利用し教科学習を行っている。教

科学習が献しい場合は、個別指導を中心にそれぞれの

障害に応じた指導を行うこととなっている。

ところで、ベトナムでは、説程主義を採っており、

進級に際しては、試験に合格する必要がある。特殊学

校も例外でなく、例えば菌学校小学部で、あれば、小学

校の評価基準が適用される。具体的には、児童生徒の

学習言IZ1illJは、各教科および道徳の成績に基づいて行わ

れる o ~'IZ{ïnî は 5 段階評価(秀一俊一良一可-不可)で

行われ、各科目の平均点数が3.5.¥--J、上であること、 l

年間を通した文学と数学の平均点数が3.5以上かっそ

れ以外の科，自の平均点数が2.¥--J、上であることが f可j

の ~'IZ1ïllï基準で、ある。この基準をたさない場合評1íJJíは

「不可」となる。この学習基準に基づき、仁|二i学部およ

び高等部では、 Table3に示すような留年の規定が定

められており、 lつでも該当すると留年の対象とな

る。幼稚部あるいは小学部については留年の規定に閲

する明確な基準は見られなかった。

これらの規定により、重複i嘩害児の場合進級するこ

とが難しいケースが多い。 Table4に重複障害児の学

年別の年齢構成を示したが、小学部以上で、は年iii令芯

の学年に在籍しているのは 1~l だけであった。幼稚部

でも、 56 名 I~=I 44 ~1 (78.6 %)が過年であり、 1=1二lには

10 歳以上過年の視覚障害児も在籍していた。

Table 3 G盲学校における留年の規定(中学部・高等部)
① 1学年で351::1 I1以仁欠席
② 学:力に関する学~~I E，Tfíllïが「不可」である
① 道徳および学力に関する学習評価がともに「可jである
① 学力に関する学習評価が「可jであり、再試験を行っても学習評1il!iが[良」にな
らない

① 道徳に関する学習評1iI1iが「可jあるいは f不可Jで、夏休みに道恕司11純を受けて
も学習iilfllliが「良」にならない

① 蓄を告レベル以 j二の罰則を受けた生徒

1 )ベトナムの小学校およびl十i学校の年間授業1::1数は、
165日(週 5EI、33週)である



Table 4 重複障害児の年齢構成

学年槌応
過 年 不明

1 i設 2;設 3歳 4歳 5歳

幼小 稚学 部部
12 J) 3 10 6 3 15 7 56 

1年 。 。。 。4 6 

2年 。 3 フ 。8 
3年 。 。。。。 。
4年 。 4 。。。。。4 
56 年年
。 。G 。 。。

中学部 。 。。。つ G 3 

7年 。 。G 。 3 。4 
8年 。 。。。。。。。
9年 。 。。。。。。。

13 7 11 8 10 26 8 83 
1 )幼稚部における学年相応は 5歳以下とした.

2. G宮学校の抱える教育課題

富学校長、障害者のためのインクルーシブ教育サポート

七ンター長、ホーチミンrlli':m範大学特殊教育学部学部長

に開き取り調査を行ったところ、教育諜程及び教育の質

について課題があげられた。

( 1 )教育課程

G盲学校では、幼児児童生徒の実態に応じて、近

隣ーの小学校等で、教科学習を受けるグループ、盲学校で

教科学習を行っているグループ、教科学習が困難なた

め個別課題学習を中心に行っているグループで学習を

行っている。 聞き取り調査の結果、特に重複障害児に

対ーする教育プログラムを用意できていないことが|明ら

かとなった。ホーチミン市i]m範大学特殊教育学部で
は、特殊教育に関わる教員養成とともに現職教育も

行っている。しかしながら、面接調査の結果や同学部

のシラパスを参照したところ、重複障害児の教育に関

わる科目は 1科目しか!?月前されておらず、その内容も

理論的な内容に偏っており、実際の指導法はほとんど

行われていなかった。

教育課程に関わるもう lつの諜題は運動障筈への対

応である。既に述べたように、 G盲学校の重複障害児

の仁1=1には、運動障害を併せ有する子どもも少なくな

い。面接調査からは、 HI~Í'lt まひ児のような H支体不自由

児のための学校や教育機会が保障されておらず、専/'IEJ

性のある教員もいないため一部しか受け入れることが

できないという5知連カfあげられた。

( 2 )教育の

諜tMlの2つ目は教育の質についてである。教育の質

については 3点指摘された。第 1に教室の不足であ

る状態である。教室の不足により子どもへの教育や支

援への影響に対する懸念があげられた。

第 2 に、教員の専 1"'1'/~:の問題である。すでに述べた

ように、 G吉学校では重複i喧寄り己が増加しているが、

彼らに対する教育課程を提供することができていな

い。一方で、教員養成段階においては、ホーチミン市

nn日屯大学特殊教育学部は視覚障害、聴覚障害、知的障

害が仁i二i心であり、重複障害に関する講義はほとんどな

い。また、 Table2にも示したように G古学校の教員

のうち、特殊教育を学んできた者は少なし 1。このよう

な状況に力J]えて、吉学校長は、待遇面の問題から若い

教員が専|ヨEJt[=.向上への意欲を持ちにくい状況があるの

ではないかとの懸念を示した。

教員の専 /'IEJ'I~:.の問題については、教科書もあげられ

た。 G盲学校では、通常学校と|百iじ教科書をJ=Iい、てい

るが、ベトナムには点字化された教科書や本がほとん

どない。その一方で、 G富学校では視覚障害のある教

員も少なからずし Eる。その場合、視覚!障害のある教員

は生徒の使用する教科書しか読むことができず知識が

狭くなってしまう、 1]:/表の読み取りができないため、

弱視の生徒の質nヰに対応することも難しい、という課
題カfあげられた。

第3に、卒業後の問題である。面接調査の結果から

は、重複障害者で 18歳以上の者がG吉学校には在籍

していること、彼らへの対応が課題としてあげられ

た。 G盲学校では、重複障害児だけでなく、視覚障害

の生徒も、学校卒業後の就職が難しく、学校卒業後の

進路への不安から保護者がずっと学校に残ることを望

むケースもあるという状が指摘された。

る。 Table1に示したように、 G吉学校に在籍する幼 N 考察

児児童生徒の数は 261名であるが、定員を上回ってい G古学校の資料の分析および3~r の面接調査の結果

;) 



から、①教育形態、⑦重複Ijt主害児への対応、③教員

iヨ引企の 3点について考察する。まず、教育形態について

である。ベトナムにおける特殊教育は、 IEducationfor 

All (万人のための教育)Jの一環として展開されており

(南部・白銀.2013)、障害者法や 11埠害者のための国

家支援計画 (2006-2010)Jに規定されているように、イ

ンクルーシブ教i苛が1:1こl心である。 G吉学校においても、

教科学習が可能なり己主徒については近隣の通常学校で

教科指導を行い、一緒に行うことが難しい技能教科や祝

に応じた程々の ~JII糾については医学校で行:うとい

うセミインクルーシブに近い教育JIラ態がとられていた。

このように、教科学習が可能な視覚障害児が健常りごと一

緒に学習する:)1三態は他の富学校でもとられている。i9IJえ

ば、一11時・久城・高橋 (2001)は、ベトナム北部ノ¥ノイ

の富学校では、能力別に健常児と一緒に学習が可能な視

覚障害児は一緒に、草花しい場合は日iJに教育する休f1J1jを

とっていることを報告している。ベトナムでは古学校の

数が少なく、国立の宮学校は全I~I に 3 校しかない。その

を考慮:すると、 IUミられた資源を有効的に活用するとい

う意味では、 G商学校のセミインクルーシブな教育JI;態

は非常に有効で、あると忠われる。

2 I~I は、話;複障害児への対応である。 G 古学校では

刻児への対応が課題となっている。 ljl~J き Jlx り調査

の市li来からは、吉学校では重複障害児に対して有効

な教育プログラムがないことが課題としてあげられてい

る。また、 G宮学校のあるホーチミン fl'fにおいて教員養

成及び現職教員の中心であるホーチミンr1Ji':W範大学にお

いても、複障害あるいは運動障害に対する指導法等の

はほとんど間設されていなし'0ベトナムでは、重複

は教育の対象でないとの指J向もされてきたが(例

えば 111.2013:江111.森洋 .j1二上.2004)、慨に G

学校では重複障害児が全体の 33討を I~l め、特に幼稚j~l)で

は過半数を占めていることから、今後、重複障害児に対

する教育プログラムをいかに構築していくかが諜題とい
、叶
え心。

複障害児への対応のもう lつの謀題としてあげられ

たのが留年である。ベトナムでは課税主義を採用してお

り、進級には試験があるため、教科学習が|討議í~な重複線

害児の場合、進級が難しし可。そのため、 G盲学校の幼稚

部では、過年の重複障害児が大半を I~î めており、中には

10歳以上生活年齢と離れた重複障害児も在籍していた。

弱年の問題については、課税主義のため進級ができず、

退学に至ってしまう障害児が少なからずし 1ることが、こ

。

れまでも指摘されてきた(例えば.高橋.1998 :黒1:1:1.

2013)。また、官年等に伴しりj、学校を卒業せずに退学し

てしまう児童が多いことは、ベトナムの初等教育全体の

課題でもあり、ベトナム政府から2003年に出された

INATIONAL EDUCATION FOI~ ALL (EFA) 

ACTION PLAN 2003-2015Jにおいても、すべての

が5{1三1M']の初等教育を受けられるようにすることが目標

に掲げられている2)。重複障害児の場合、貧困等の|問題

のように経済的な支援だけでは解決しないため、特殊学

校にのみ課程主義の例外を設けるなど、教育訓校の在り

方そのものについても今後検討する必要があるであろ

)。

3 点 I~I は、教員の専 IIEJtl:_の問題である。ホーチミン1'11

nm範大学特殊教育学部長からは、教員養成を初めてまだ

10 年余りであり、質も量もまだ十分ではないと指摘さ

れた。実際、 G吉学校においても、特殊教育を学んだ経

験のあるものはさほど多くはなかった。今後について

は、向部を卒業、あるいは同学部で現職教脊aを受けた

教員がI首えていくものと忠われる。一方で、富学校長か

らは待巡回の課題が1'1=1された。ベトナムでは、教員の待

遇についてはかねてより課題であるとされ、職務の合1M]

を利用して副業を行わざるを得ない教員も多いとの指

摘がなされている(一枯ら， 20(1) 0 いずれの課題も、 G

昌学校や特殊教育だけでは解決できない課題でもあり、

行政に対ーしての働きかけが必要であろう。

教員の専 IIIJ'I~:_の諜題としてあげられたもう l つの説題

は、視覚障害のある教職員の指導力である。ベトナムに

は教科書以外の点字資料がきわめて少なく、視覚障害救

員がI_ZIや表の読み取りの指導等を行うことに|主l ÿW~がある

ことが、而按調査から明らかとなった。

V 終わりに

今回の諒査から、 G盲学校には重複障害児が数多く在

していること、重複障害児への対応を含め教員の専II'J

性のII'IJ_I二の必要性があることが!明らかとなった。重複障

害児の在籍が多いことについては、 G吉学校だけの問題

か特殊学校全体のjL!日迫力、はさらなる調査、検討が必要で

ある。これまで、重複障害児や運動障害児は教育の対象

ではないとされてきたが、 G富学校では彼らに対する教

育方法の充実が切実な諜題となっており、特殊学校には

新たな専IJ1'Jtl:_が求められているといえる。

一方で、本調査の結果からは、インクルーシブ教育一|ご

における具体的な{支部については I~:J らかにすることがで



きなかった。 G盲学校と通常学校の関係はあったもの

の、それは児童生徒の学習面のみであり、例えば富学校

から学習上の支援が行われているかまでは明らかにでき

なかった。この点について、ホーチミン市には「障害者

のためのインクルーシブ教育サポートセンタ-Jが設置

されており、このセンターが支援機能を担っていること

も考えられる。今後は、盲学校、センタ一、通常学校が

どのような関係にあるのかについて調査することで、イ

ンクルーシブ教育下での G盲学校の役割を考察してい

く必要があると思われる。
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Takao Ando牢 Mika0 zahara同 MaiKurohane氷 TakahitoTanno 'ド Lnv1Y ongiae申

The purpose of this study was to investigate present condition and problems on a special school [or the blind Ul Ho 

Chi Minh City， Vietnam (G special scho(1). The present condition ()f G special school was analyzed 1'rom the point of 

students， teachers， and the curriculum. And pn汁Jlemswere clarified from by interviews. The number of students of G 

special school were 26} (180 were t川alblindness and the others were low vision). The number of teachers ¥vas 49， and 

12 majored in special educatiun. Students ¥司rhocan learn subjects studied in inclusive class 01' general school during the 

morning， and in the afternoon they were instructed ¥vith inclividualized programs in G special schoo1. Otherwise 

students who had difJiculty in learning subjects were instrllctecl ¥vith indiviclむalizeclprograms in G special schり01all the 

day. For the system 01' repeating the same school year， a number 01' stuclents ¥vith mllltiple disabilities coulcln't aclvance 

to the next school year. From reslllts 01' intervie¥vs， quality of teachers or career after gracluation 01' stuclents ¥司Tith

multiple disabilities were pointed Ollt. 

Key ¥布。rcls: Ho Chi Minh City， Vietnam， special school 1'or the blind， present conclition ancl problems 
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